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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地震・断層活動や火山・火成活動

が活発であることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」

に「性能に余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)：

以下，「第 2 次取りまとめ」）。すなわち，まず自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な

隔離機能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や

想定されるそれらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全

性を確認することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運

動に伴う岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻

変動等によって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評

価しておくことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988 年より「深地層

の科学的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発である地質環境の長期安定性に関す

る研究を進めてきた。 

このうち，1999 年 11 月に報告した第 2 次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報

や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関する

全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以降

については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や地層処

分事業の実施主体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分

法に定められた最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2
次取りまとめやその評価（例えば，原子力委員会 原子力バックエンド対策専門部会 , 20004)；

OECD/NEA, 19995)）の過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに 2002 年

には，当時の我が国の規制機関である原子力安全委員会から文献調査段階の予定地の選定に係る要

件となる「高レベル放射性廃棄物処分の概要調査地区選定段階において考慮すべき環境要件について」

（原子力安全委員会, 20026)：以下，「環境要件」）が示されたが，実施主体ではこれらを受けて「概要調査

地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構, 20027)）を公表した。その一方で，「廃棄物安全小

委員会報告書―高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて―」（総合資源エネル

ギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射性廃棄物処理・処分に係る

規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 
20099)）等により，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研究開発を進めていく上での

方向性や研究課題がさらに明確にされてきた。 

しかしながら，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及び東京電力福島第一原子力発

電所事故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化

した。「今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組について（見解）」（原子力委員会, 201210)）

では，「高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏まえ，現段階での

地球科学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研究し，その成果を国

民と共有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」（原子

力委員会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，十分に安全を確保し
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ていくことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背景のも

と，総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワーキング

グループを設置（現在は，特定放射性廃棄物小委員会の下に設置）し，専門家による地層処分技術の再

評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価―地

質環境特性および地質環境の長期安定性について―」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分

科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層

処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域が我が国にも存在することが改めて示された。しかしな

がら，地層処分の技術的信頼性を向上させるため，今後の地層処分事業の取り組みと並行した研究開発

の必要性も併せて示された。さらに，2016 年 5 月に原子力委員会の下に設置された放射性廃棄物専門

部会では，地層処分に関する研究開発について，関係機関間の一層の連携強化，計画策定における処

分事業実施主体の一層のリーダーシップの発揮，継続的な人材確保・育成への取り組みの重要性，等が

提言されている（原子力委員会放射性廃棄物専門部会, 201614)）。 

これらの背景を踏まえ，地層処分関係研究・行政機関，実施主体，外部有識者が参画する地層処分

研究開発調整会議において，今後重点的に取り組むべき研究開発項目が議論され，5 年ごとに「地層処

分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～平成 34 年度）」（経済産業省資源エネルギー庁 地層処

分研究開発調整会議, 201815)），「地層処分研究開発に関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年度）」

（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）（以下，「全体計画」）が提示され

ている。さらに，2017 年 7 月には「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201717)）が公表さ

れるとともに，実施主体からは，サイト調査から処分場の設計・建設・操業・閉鎖，さらには閉鎖後の長期

間にわたる安全確保に関し，これまでに蓄積された科学的知見や技術を統合して包括的に説明した「包

括的技術報告書」が 2021 年 2 月に公表されている（原子力発電環境整備機構, 202118)）。 

一方，2020 年に文献調査が始まるなど，処分事業に進捗が見られる中で，2012 年に発足した現在の

我が国の規制機関である原子力規制委員会からは，地層処分において安全確保上少なくとも考慮され

るべき事項（断層運動，火山現象，侵食等）が提示された（原子力規制委員会, 202219)）。さらに，地層処

分技術ワーキンググループでは，各専門分野の有識者を交えて文献調査段階の評価の考え方について

議論が重ねられ，その結果を踏まえ，「文献調査段階の評価の考え方」が取りまとめられた（資源エネル

ギー庁, 202320））。 

地質環境の長期安定性に関する研究では，最新の科学的知見を取り込んだ全国レベルでの自然現

象に関するデータベースの更新や個別現象の理解といった基盤的な研究に加え，サイト選定や安全評

価に必要となる調査技術や評価手法の整備にも重点をおいて研究を進めてきた。具体的には，地層処

分事業における概要・精密調査や国の安全規制に対し研究成果を反映できるよう，(1)自然現象に関する

過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調査技術の開発・体系化），(2)将来

の自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの

開発）のほか，(3)最先端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年

技術の高度化（年代測定技術の開発）を進めてきた。 

第 3 期中長期目標期間においては，第 2 期中期目標期間までに挙げた研究成果や，国の審議会に

おいて提示された研究課題（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地

層処分技術ワーキンググループ, 201413)）に基づき，研究計画を策定した（梅田ほか, 201521)）。さらにそ

の後，地層処分研究開発調整会議において整理された全体計画にも対応すべく，研究開発を進めてき

た。研究開発にあたっては，原子力機構東濃地科学センター土岐地球年代学研究所において整備され

た施設・設備・機器を活用して効果的に成果を挙げることに留意した。 
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その結果，マグマの影響範囲を把握するための地磁気・地電流法等に基づく調査手法の整備，深部

流体（スラブ起源水，化石海水，油田かん水といった非天水起源の地下水；特に，高温，低 pH，高塩濃

度といった特徴を有し，地層処分システムに著しい影響を及ぼし得るもの）の移動・流入に係る地震・地質

学的解析手法の整備，地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性を把握するための測地・地形・地質学

的解析手法の整備，熱年代法や宇宙線生成核種法等による内陸～沿岸部における隆起・侵食の調査・

評価技術の整備等を進めることができ，一部に発展的な課題を残しつつも，平成 30 年度～平成 34 年度

の全体計画で提示された課題について，概ね成果を提示することができた。第 3 期中長期目標期間まで

に得られた成果については，原子力機構の地層処分技術に関する研究開発情報と成果を取りまとめた

CoolRepR4（https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html）において公開されている。 

前述のように，2020 年に文献調査が始まり，今後，文献調査地域の更なる拡充に加え，複数の地点で

同時並行的に概要調査が行われる可能性が現実的に考えられる状況となってきているが，我が国の地

質環境は火山や活断層の分布，隆起・侵食の特徴や地下地質等において地域ごとに大きな違いがある。

そのため，地質環境の大きく異なる各サイトにおける自然現象の影響評価に的確に対応できるよう，最先

端の科学的知見を常に取り入れながら，幅広い調査・評価技術を整備しておく必要がある。さらに，各自

然現象間の相互関係を考慮した総合的な調査・評価としてパッケージで示すことも，個別技術の実用化

の上で重要である。 

そこで，第 4 期中長期目標期間においても，(1)調査技術の開発・体系化，(2)長期予測・影響評価モ

デルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの研究開発の柱に基づき，各個別技術の信頼性向上を図

るとともに，複数の個別技術を適切に組み合わせたアプローチによる評価手法を提示することにより，実

施主体や安全規制当局に対し的確に技術・知見が提供できる状況を維持していく。これらの技術につい

ては，地層処分分野への反映のみならず，原子力を取り巻く課題解決や地域防災等の社会のニーズへ

の対応も考慮して整備を行う。加えて，大学等研究機関との協働を進め，土岐地球年代学研究所に設置

されている施設・設備・機器の更なる利用促進を図るとともに，地球科学分野の研究成果の創出に貢献

する。 

本報では第 4 期中長期目標期間（令和 4 年度～令和 10 年度）の 3 年目にあたる令和 6 年度の研究

開発計画を取りまとめた。計画策定にあたっては，CoolRepR4 で示したこれまでの研究開発成果，実施

主体や規制機関，地層処分技術ワーキンググループ等の国の審議会等の動向，大学等で進められてい

る最新の研究開発の状況に加え，2023 年 3 月に策定された最新の全体計画（経済産業省資源エネルギ

ー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）で示されている研究開発課題を踏まえて策定した。 

 

 

 

ていくことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背景のも

と，総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワーキング

グループを設置（現在は，特定放射性廃棄物小委員会の下に設置）し，専門家による地層処分技術の再

評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価―地

質環境特性および地質環境の長期安定性について―」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分

科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層

処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域が我が国にも存在することが改めて示された。しかしな

がら，地層処分の技術的信頼性を向上させるため，今後の地層処分事業の取り組みと並行した研究開発

の必要性も併せて示された。さらに，2016 年 5 月に原子力委員会の下に設置された放射性廃棄物専門

部会では，地層処分に関する研究開発について，関係機関間の一層の連携強化，計画策定における処

分事業実施主体の一層のリーダーシップの発揮，継続的な人材確保・育成への取り組みの重要性，等が

提言されている（原子力委員会放射性廃棄物専門部会, 201614)）。 

これらの背景を踏まえ，地層処分関係研究・行政機関，実施主体，外部有識者が参画する地層処分

研究開発調整会議において，今後重点的に取り組むべき研究開発項目が議論され，5 年ごとに「地層処

分研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～平成 34 年度）」（経済産業省資源エネルギー庁 地層処

分研究開発調整会議, 201815)），「地層処分研究開発に関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年度）」

（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）（以下，「全体計画」）が提示され

ている。さらに，2017 年 7 月には「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201717)）が公表さ

れるとともに，実施主体からは，サイト調査から処分場の設計・建設・操業・閉鎖，さらには閉鎖後の長期

間にわたる安全確保に関し，これまでに蓄積された科学的知見や技術を統合して包括的に説明した「包

括的技術報告書」が 2021 年 2 月に公表されている（原子力発電環境整備機構, 202118)）。 

一方，2020 年に文献調査が始まるなど，処分事業に進捗が見られる中で，2012 年に発足した現在の

我が国の規制機関である原子力規制委員会からは，地層処分において安全確保上少なくとも考慮され

るべき事項（断層運動，火山現象，侵食等）が提示された（原子力規制委員会, 202219)）。さらに，地層処

分技術ワーキンググループでは，各専門分野の有識者を交えて文献調査段階の評価の考え方について

議論が重ねられ，その結果を踏まえ，「文献調査段階の評価の考え方」が取りまとめられた（資源エネル

ギー庁, 202320））。 

地質環境の長期安定性に関する研究では，最新の科学的知見を取り込んだ全国レベルでの自然現

象に関するデータベースの更新や個別現象の理解といった基盤的な研究に加え，サイト選定や安全評

価に必要となる調査技術や評価手法の整備にも重点をおいて研究を進めてきた。具体的には，地層処

分事業における概要・精密調査や国の安全規制に対し研究成果を反映できるよう，(1)自然現象に関する

過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調査技術の開発・体系化），(2)将来

の自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの

開発）のほか，(3)最先端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年

技術の高度化（年代測定技術の開発）を進めてきた。 

第 3 期中長期目標期間においては，第 2 期中期目標期間までに挙げた研究成果や，国の審議会に

おいて提示された研究課題（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地

層処分技術ワーキンググループ, 201413)）に基づき，研究計画を策定した（梅田ほか, 201521)）。さらにそ

の後，地層処分研究開発調整会議において整理された全体計画にも対応すべく，研究開発を進めてき

た。研究開発にあたっては，原子力機構東濃地科学センター土岐地球年代学研究所において整備され

た施設・設備・機器を活用して効果的に成果を挙げることに留意した。 
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2. 令和 6 年度の研究計画 

2.1 調査技術の開発・体系化 

2.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

(1) 目的 

地層処分のサイト選定に際しては，活断層を避けることが基本となる。活断層の認定は，しばしば空中

写真判読等による変動地形学的手法に基づいて行われる。しかし，断層運動により形成された地形がそ

の後の侵食等によって不明瞭になっている場合や，沈降域等堆積速度が大きい場所で，活断層自体が

沖積層に覆われてしまう場合（伏在活断層），あるいは，地域全体として大きなひずみ速度を有している

にもかかわらず，変位が長大活断層として顕在化せず，無数の小断層に分散して解消されているような

場合（例えば，Tamura et al., 202022)；Niwa et al., 202423））は，変動地形学的手法のみでは活断層の検出

が困難となる。本研究では，このような地形的に不明瞭な活断層の分布や活動性を把握することを目的と

して，従来の地形･地質学的手法に加え，測地学・地球物理学・地球化学的手法も組み合わせたアプロ

ーチを採用し，事例研究の蓄積を通じて，調査・評価技術の体系的整備を図る。 

また，概要調査や精密調査においては，ボーリングや坑道掘削中に新たに遭遇した断層の活動性の

評価が求められることも考えられる。この場合，断層変位の有無の判定に係る年代既知の被覆層を伴わ

ないことも多いため，断層破砕帯内物質を用いた鉱物学・地球化学・年代学的手法の適用がしばしば検

討される。本研究では，このような破砕帯内物質を用いた断層活動性評価についても，従来手法の高度

化や新しい手法の開発を通じ，適用性を拡充するとともに，評価手法の信頼性の向上を図る。 

(2) 実施内容 

地形的に不明瞭な活断層の分布や活動性を把握するための調査技術については，従来の変動地形

学的手法を補完する調査技術として，断層沿いに放出されるガスの特徴を指標とした地球化学的手法

（Umeda et al., 201324)；下茂ほか, 201925)）や，全地球航法衛星システム（GNSS：Global Navigation 
Satellite Systems）観測等に基づいた地球物理学手法（例えば，Nishimura and Takada, 201726)；原子力機

構, 201827)）による調査技術の開発が行われてきた。地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性の調査・

評価技術の体系的整備のためには，これら複数の手法を適切に組み合わせた調査・評価の進め方を提

示することが重要である。 

第 3 期中長期目標期間においては，活断層地形が不明瞭な地域において活構造を検出し，それらに

よる地殻の変形・破砕といった力学的影響範囲を把握するための技術開発として，GNSS 観測，地形解

析及び地質調査を組み合わせたアプローチにより，活構造の分布や力学的影響範囲を把握する手法を

提示した。具体的には，南九州を事例として，GNSS 観測とリニアメント判読によりひずみ集中帯の分布を

推定するとともに（後藤ほか, 202028）；原子力機構・電力中央研究所, 202129), 202230）），ひずみ集中帯の

中心部を対象とした現地踏査による小断層の運動方向データの取得と，震源メカニズム解析に基づく応

力場の推定を行い，現応力場と調和的な運動センスが卓越する領域を抽出することにより，活構造に伴う

力学的影響範囲として提示した（原子力機構, 201827）；Niwa et al., 202423））。このアプローチについては，

1984 年長野県西部地震の震源域を事例とした検討も進めているが（原子力機構・電力中央研究所, 
202230); Nishiyama et al., 202431)），第 4 期中長期目標期間においても，適用事例の拡充を進めることに

より，調査・評価技術の信頼性の向上を図る。 
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破砕帯内物質を用いた断層活動性評価については，石英等の鉱物粒子の表面観察といった定性的

な指標に基づく評価（Niwa et al., 201632)）に加え，鉱物・化学・同位体組成といった定量的な指標に基づ

く評価（Niwa et al., 201533), 201934)）についても検討が進められてきた。特に，化学組成に基づく評価に

ついては，機械学習を用いた新たな手法が提案され（立石ほか, 202135)），客観的かつ効率的な評価手

法として有望であるとの見通しが得られている（原子力機構・電力中央研究所, 202230) , 202336)）。ただし，

手法の確立のためには，適用事例の拡充に加え，破砕帯内物質における元素移動のメカニズムの解明

が課題である。本研究では，これらの課題の解決のため，多様な岩体に対する破砕帯内物質の鉱物・化

学・同位体組成データの拡充，破砕帯内物質中の詳細な元素分布を明らかにするための局所分析等に

よる検討及び高速摩擦試験に供した試料の鉱物・化学分析等に基づく実験的検討を進める。 

さらに，これまでに，ジルコンやアパタイトのフィッション・トラック（FT：Fission track）年代（Sueoka et al., 
201937)），ウラン・トリウム・ヘリウム（(U–Th)/He）年代（Yamada et al., 201238)），自生のイライトのカリウム・ア

ルゴン（K–Ar）年代（Yamasaki et al., 201339)；Niwa et al., 201640)；Zwingmann et al., 202441）），炭酸塩鉱

物のウラン・鉛（U–Pb）年代（Yokoyama et al., 201842)）及び石英や長石のルミネッセンス年代（原子力機

構・電力中央研究所, 202230)）等といった，破砕帯内物質に対する年代測定に基づく検討も進めてきた。

ただし，いずれの手法についても，断層の活動時期を議論する上では不確実性が依然として残っており，

熱による年代リセット条件の検討等の基礎的な知見の拡充が求められる。本研究では，破砕帯内物質に

適用するための各種年代測定手法の確立に向けた実験的検討に加え，破砕帯内物質に対する従来の

手法とは異なる新しい年代測定法（例えば，カリウム・カルシウム（K–Ca）年代法）の開発にも取り組む。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 活断層地形が不明瞭なせん断帯における活構造の分布や力学的影響範囲を把握する手法の検討 

地震や測地等のデータから推定された応力場と，小断層スリップデータとの比較に基づき，活構造に

伴う力学的影響範囲を把握する手法について，1984 年長野県西部地震や 2016 年鳥取県中部地震の

震源域を事例としたデータの拡充を行い，手法の信頼性の向上を図る。令和 5 年度は，両地域で小断層

スリップデータの収集，解析を行い，伏在断層延長の地表トレース付近から現在の広域応力場に類似す

る応力が検出された。一方で，現地で確認できた小断層には活動の前後関係が認定可能なものもあり，

得られる応力の分離など，より詳細な解析結果を得ることが期待できる。令和 6 年度は，引き続き小断層

スリップデータの収集を継続することで，特に前後関係が認定可能なデータを拡充し，応力の前後関係

の認定などより詳細な解析を実施する。 

② 断層の活動性評価指標を提示するための分析・試験，年代測定による検討 

断層破砕帯内物質の化学組成データを用いた機械学習による活断層／非活断層の識別について，

分析データを拡充した検討により，様々な母岩に対する適用性の確認を行う。また，引き続きレーザーア

ブレーション装置と誘導結合プラズマ質量分析装置を組み合わせた元素イメージングにより，破砕帯内

物質中の元素分布を明らかにするとともに，令和 5 年度までに整備した同位体分析技術等を用いて Rb, 
Sr 等の同位体組成を取得し，破砕帯内物質の地球化学データに基づく断層の活動性評価手法の研究

に資する。 

破砕帯内物質を用いた年代測定については，石英の電子スピン共鳴法や粘土鉱物の K–Ar 法，アパ

タイト・ジルコンの FT 法等の摩擦発熱によるリセット条件を検証するための短時間加熱実験や高速摩擦

試験を進める。また，K–Ca 法の開発においては，試料前処理手法の確立と，K 及び Ca 同位体の標準

試料について繰り返し分析を実施する等，基礎データの取得を開始する。

 

 

2. 令和 6 年度の研究計画 

2.1 調査技術の開発・体系化 

2.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

(1) 目的 

地層処分のサイト選定に際しては，活断層を避けることが基本となる。活断層の認定は，しばしば空中

写真判読等による変動地形学的手法に基づいて行われる。しかし，断層運動により形成された地形がそ

の後の侵食等によって不明瞭になっている場合や，沈降域等堆積速度が大きい場所で，活断層自体が

沖積層に覆われてしまう場合（伏在活断層），あるいは，地域全体として大きなひずみ速度を有している

にもかかわらず，変位が長大活断層として顕在化せず，無数の小断層に分散して解消されているような

場合（例えば，Tamura et al., 202022)；Niwa et al., 202423））は，変動地形学的手法のみでは活断層の検出

が困難となる。本研究では，このような地形的に不明瞭な活断層の分布や活動性を把握することを目的と

して，従来の地形･地質学的手法に加え，測地学・地球物理学・地球化学的手法も組み合わせたアプロ

ーチを採用し，事例研究の蓄積を通じて，調査・評価技術の体系的整備を図る。 

また，概要調査や精密調査においては，ボーリングや坑道掘削中に新たに遭遇した断層の活動性の

評価が求められることも考えられる。この場合，断層変位の有無の判定に係る年代既知の被覆層を伴わ

ないことも多いため，断層破砕帯内物質を用いた鉱物学・地球化学・年代学的手法の適用がしばしば検

討される。本研究では，このような破砕帯内物質を用いた断層活動性評価についても，従来手法の高度

化や新しい手法の開発を通じ，適用性を拡充するとともに，評価手法の信頼性の向上を図る。 

(2) 実施内容 

地形的に不明瞭な活断層の分布や活動性を把握するための調査技術については，従来の変動地形

学的手法を補完する調査技術として，断層沿いに放出されるガスの特徴を指標とした地球化学的手法

（Umeda et al., 201324)；下茂ほか, 201925)）や，全地球航法衛星システム（GNSS：Global Navigation 
Satellite Systems）観測等に基づいた地球物理学手法（例えば，Nishimura and Takada, 201726)；原子力機

構, 201827)）による調査技術の開発が行われてきた。地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性の調査・

評価技術の体系的整備のためには，これら複数の手法を適切に組み合わせた調査・評価の進め方を提

示することが重要である。 

第 3 期中長期目標期間においては，活断層地形が不明瞭な地域において活構造を検出し，それらに

よる地殻の変形・破砕といった力学的影響範囲を把握するための技術開発として，GNSS 観測，地形解

析及び地質調査を組み合わせたアプローチにより，活構造の分布や力学的影響範囲を把握する手法を

提示した。具体的には，南九州を事例として，GNSS 観測とリニアメント判読によりひずみ集中帯の分布を

推定するとともに（後藤ほか, 202028）；原子力機構・電力中央研究所, 202129), 202230）），ひずみ集中帯の

中心部を対象とした現地踏査による小断層の運動方向データの取得と，震源メカニズム解析に基づく応

力場の推定を行い，現応力場と調和的な運動センスが卓越する領域を抽出することにより，活構造に伴う

力学的影響範囲として提示した（原子力機構, 201827）；Niwa et al., 202423））。このアプローチについては，

1984 年長野県西部地震の震源域を事例とした検討も進めているが（原子力機構・電力中央研究所, 
202230); Nishiyama et al., 202431)），第 4 期中長期目標期間においても，適用事例の拡充を進めることに

より，調査・評価技術の信頼性の向上を図る。 
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2.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 

(1) 目的 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，火山・火成活

動，熱水活動）の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下における震

源断層や高温流体（溶融体を含む）等の存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が必要と

なる。特に，地殻中部に存在する微小地震の集中域や地殻深部に流体等が存在するような領域の付近

では，将来の活動によって，地殻浅所まで破断が伸展することやそれに伴って地下深部の高温流体等が

流入する可能性も考えられるため，これらに関連する地下深部の不均質構造を把握するための技術基盤

の整備を進める。 

(2) 実施内容 

第 3 期中長期目標期間においては，地下深部の不均質構造を把握するための技術開発として，特に

地震波トモグラフィー法及び地磁気・地電流（MT：Magnetotelluric）法電磁探査に基づく検討を進めてき

た。地震波トモグラフィー法については，地震の P 波・S 波到達時刻の検測データを拡充し，地殻深部の

みならずマントル・ウェッジにおける解析の水平分解能を向上させることに成功した（原子力機構・電力中

央研究所, 202129)）。また，震源決定精度の改善のため，地震波速度が極めて遅くなる堆積層等の層厚

分布を考慮した震源再決定を行った上で，地震波トモグラフィー解析を実施し，沿岸部における解析精

度を向上させた事例を提示した（産業技術総合研究所ほか, 201943)）。 

MT 法については，第 3 期中長期目標期間の中で，地下の流体賦存域の分布を把握するための手法

の適用事例の蓄積として，地震に伴い長期間の湧水が継続した事例として知られる 2011 年の福島県浜

通りの地震の震源域（Umeda, 201544)；Umeda et al., 201545)）や 1965 年～1968 年の長野県松代群発地

震の震源域（原子力機構・電力中央研究所, 201946)），震源断層と流体との関係を検討する事例として

2014 年長野県北部地震の震源域（石丸ほか, 201947)），マグマの活動範囲の評価に資するための中国地

方の青野山単成火山群の分布域（原子力機構・電力中央研究所, 202048)）及び前弧域における深部流

体の存否や分布を明らかにするための九州を東西に横断する測線（石丸ほか, 201849)）において，それ

ぞれ観測及び二次元比抵抗解析を行い，適用事例を提示してきた。ただし MT 法では，人工活動（電力

系統等に代表される電気的構造物）により発生する電磁ノイズの混入により，解析結果の信頼性が低下

するといった技術的な問題点もある。こうした問題点の解決のため，第 3 期中長期目標期間以降も，連続

ウェーブレット変換や独立成分分析を用いた MT 法観測データの品質の改善等についても取り組んでき

た（Ogawa et al., 202150)；小川ほか, 202251)；Ogawa et al., 202352)）。 

これらのような地震波解析・物理探査手法については，概要調査において火山・火成活動等の潜在的

なリスクを評価するために適用すべき重要な技術であることから，第 4 期中長期目標期間においても引き

続き，最新の科学的知見を取り入れた調査・評価技術の信頼性の向上を進める。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 地下構造イメージング技術の高度化 

MT 法については，地下に熱源を持つ非火山における火山活動への発展性の検討（2.2 の(3)①を参

照）において，地下のマグマ等の高温流体の存否を確認するための手法としての事例研究の蓄積を継続

する。さらに，AMT（Audiomagnetotelluric）法について，深部流体の流入・移行経路の把握のための手
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法として，地質，地下水調査及び室内比抵抗測定実験を組み合わせたハイブリッドな調査手法の確立を

目指す。AMT 法により得られる比抵抗構造から，地質，地下水の分布に関する総合的な解釈を行うには，

地表踏査等の他の調査結果に基づいた地下構造モデルに対してシミュレーションを行うことで求めた比

抵抗モデルを，実際の探査結果と照らし合わせることでより信頼度の高い比抵抗構造の解釈が可能であ

る（Nishiyama et al., 202153)）。令和 5 年度は，地下構造モデルを仮定したシミュレーションの試行実験を

行い，シミュレーションツールの有用性を確認した。令和 6 年度は，露頭等において地質構造が観察可

能，かつ地下水の水質等のデータが揃った地域を対象に，現地において地質，地下水及び比抵抗特性

に関するデータを収集する。ここで得られたデータを基に地下構造モデルを構築し，そこから想定される

探査結果のイメージをシミュレーションにより取得し，対象地域における AMT 法の適用可能性について

検討を行う。また，地下で熱水活動が想定される地域を事例として，地表付近の堆積層等を考慮した三

次元地震波速度構造に基づく震源再決定（Asamori and Zhao, 201554)）を行う。これにより得られる詳細な

震源分布と比抵抗構造等との対比を通して，地下水流動・化学組成・温度の顕著な変化を引き起こす可

能性がある静岩圧下の熱水賦存域（Fournier, 199955)）を推定する手法について検討する。 

 

 

2.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 

(1) 目的 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，火山・火成活

動，熱水活動）の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下における震
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第 3 期中長期目標期間においては，地下深部の不均質構造を把握するための技術開発として，特に

地震波トモグラフィー法及び地磁気・地電流（MT：Magnetotelluric）法電磁探査に基づく検討を進めてき

た。地震波トモグラフィー法については，地震の P 波・S 波到達時刻の検測データを拡充し，地殻深部の

みならずマントル・ウェッジにおける解析の水平分解能を向上させることに成功した（原子力機構・電力中

央研究所, 202129)）。また，震源決定精度の改善のため，地震波速度が極めて遅くなる堆積層等の層厚

分布を考慮した震源再決定を行った上で，地震波トモグラフィー解析を実施し，沿岸部における解析精

度を向上させた事例を提示した（産業技術総合研究所ほか, 201943)）。 

MT 法については，第 3 期中長期目標期間の中で，地下の流体賦存域の分布を把握するための手法

の適用事例の蓄積として，地震に伴い長期間の湧水が継続した事例として知られる 2011 年の福島県浜

通りの地震の震源域（Umeda, 201544)；Umeda et al., 201545)）や 1965 年～1968 年の長野県松代群発地

震の震源域（原子力機構・電力中央研究所, 201946)），震源断層と流体との関係を検討する事例として
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方の青野山単成火山群の分布域（原子力機構・電力中央研究所, 202048)）及び前弧域における深部流

体の存否や分布を明らかにするための九州を東西に横断する測線（石丸ほか, 201849)）において，それ

ぞれ観測及び二次元比抵抗解析を行い，適用事例を提示してきた。ただし MT 法では，人工活動（電力

系統等に代表される電気的構造物）により発生する電磁ノイズの混入により，解析結果の信頼性が低下

するといった技術的な問題点もある。こうした問題点の解決のため，第 3 期中長期目標期間以降も，連続

ウェーブレット変換や独立成分分析を用いた MT 法観測データの品質の改善等についても取り組んでき

た（Ogawa et al., 202150)；小川ほか, 202251)；Ogawa et al., 202352)）。 

これらのような地震波解析・物理探査手法については，概要調査において火山・火成活動等の潜在的

なリスクを評価するために適用すべき重要な技術であることから，第 4 期中長期目標期間においても引き

続き，最新の科学的知見を取り入れた調査・評価技術の信頼性の向上を進める。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 地下構造イメージング技術の高度化 

MT 法については，地下に熱源を持つ非火山における火山活動への発展性の検討（2.2 の(3)①を参

照）において，地下のマグマ等の高温流体の存否を確認するための手法としての事例研究の蓄積を継続

する。さらに，AMT（Audiomagnetotelluric）法について，深部流体の流入・移行経路の把握のための手
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2.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) 目的 

非天水起源の深部流体には，高温，高塩濃度，低 pH，炭酸化学種濃度が高いものが存在する。その

ため，これらが流入する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が形成される可能性があり，

概要調査等においてその影響を排除することが望ましい（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業

分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）。本研究では，近年，その性状が

明らかになりつつある深部流体の形成・移動メカニズムに関する事例研究を通じて，深部流体の分布に

関する調査技術を提示する。 

(2) 実施内容 

第 2 次取りまとめでは，紀伊半島南部のように第四紀火山が存在していない地域においても高温異常

域が認められることが指摘されており，地表に噴出していないマグマが地下に存在するという考え方や，

地下深部まで発達した断裂系から熱水が上昇しているという可能性が示唆されている。その後，非火山

性の深部流体が分布する地域として常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島，有馬温泉等が報告さ

れているが（例えば，産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 200456)；産業技術総合研究所深部

地質環境研究センター編, 200757)；産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編, 201258)），これらの分

布には偏在性が認められる。深部流体は，酸性で炭酸化学種を多く含み，また一部は高温流体である

（尾山ほか, 201159)；風早ほか, 201460)）。その起源については，マグマが冷却・固結する際に放出される

マグマ水（Sparks, 197861)）のほか，スラブ起源流体（Peacock, 199062)）や続成脱水流体（Kyser and Hiatt, 
200363)），変成脱水流体（Miyashiro, 199464)）等が知られている。これらの起源の推定については，流体

に含まれるガスの希ガス同位体を用いた手法が提案されているほか（例えば，Umeda et al., 201265)；網田

ほか, 201466)），Li-Cl-Br 相対組成や Li/Cl 比，ヨウ素-129（129I）/I 等による識別可能性も示されてきている

（風早ほか, 201460)；産業技術総合研究所, 201667)；原子力機構・電力中央研究所, 202129), 富岡ほか, 
202268)）。 

第 3 期中長期目標期間においては，深部流体の多様な研究をレビューするとともに，流体の化学的な

性状のみならず，分布や成因等に関する検討を進めてきた。活断層やその周辺のように地殻変動が活

発な地域では，マントル物質の地下水への寄与が大きく，深部流体の上昇が示唆される（例えば，Umeda 
et al., 201324), 201369)）。また，スラブ起源流体については，地殻下部にまで達するような構造線や大断層

が地表への主な経路であることが指摘されている（産業技術総合研究所深部地質環境研究センター編, 
200757)；産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編, 201258)）。これらを踏まえ，深部流体の形成・移

動メカニズムや熱的性状に関する科学的知見の蓄積や，深部流体が流入する範囲を明らかにするため

の調査技術の開発を，深部流体が賦存すると考えられている代表的地域の事例研究により進めてきた。

これまでに，九州の前弧域等を事例対象として，MT 法電磁探査と地震波トモグラフィーとの対比に基づ

き深部流体賦存域の分布を推定する技術を提示した（石丸ほか, 201849)）。さらに，流入経路に関する情

報の一つとして，地下のクラック性状を反映する S 波偏向異方性に着目し，紀伊半島南部や有馬温泉等

を事例とした S 波スプリッティング解析によって S 波偏向異方性の推定を進めてきた（平塚ほか, 202070)；

原子力機構・電力中央研究所, 202129); 小川ほか, 202471)）。以上の手法を，深部流体の分布に関する

「総合的なアプローチによる調査技術」として提示した。 

第 4 期中長期目標期間においては，数 km 四方規模の現実的なサイト調査を念頭において，多分野

の手法を組み合わせた技術の高度化・統合化を進める。具体的には，深部流体の地下での移行経路を
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能動的に捉える観点から，S 波スプリッティング解析に加え，AMT 法電磁探査等の物理探査の実施を検

討する。また，流体の起源及び経路に加え，熱水活動の時間変化及び影響範囲を捉える観点から，熱水

脈や流体包有物等を用いた熱力学的計算や分析，多様な熱年代学的手法の適用及び湧水・ガス等の

連続観測を進める。さらに，地表付近の移行経路分布に影響を与える地質的要因を，割れ目分布等の

地質構造的透水好適性の観点から検討する。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 深部流体の移行経路と空間的広がりに関する調査・評価技術の整備 

深部流体が流入する範囲を適切に評価するためには，地下深部における流体賦存域の有無のほか，

地表付近への流入・移行経路に関する情報を得ることが重要であると考えられる。これまで，深部流体の

湧出域が偏在する地質構造的要因を明らかにするための露頭の割れ目調査や，S 波スプリッティング等

の地震波解析を，複数の事例研究地域において実施した。特に地震波解析については，能登半島にお

いて 2020 年 12 月以降地震活動が活発化し，その要因として地下深部からの流体の上昇が指摘されて

いたため（例えば，Nakajima, 202272)），S 波スプリッティング解析を進めていたところ，2023 年 5 月に石川

県能登地方の地震（M6.5），さらに 2024 年 1 月に能登半島地震（M7.6）が発生した。令和 5 年度の検討

から，これらの地震活動に伴う深部流体の移動や割れ目の発達に関連すると考えらえる地下の割れ目方

向の時間変化が明らかになってきた。令和 6 年度は，引き続き検討を進め，能登半島を事例とした解析

の結果について取りまとめるとともに，1984 年長野県西部地震の震源域を事例としたより高い空間分解能

の解析に着手する。また，紀伊半島等での露頭の割れ目調査を継続し，流体湧出域の地質構造に関す

るデータを蓄積する。 

② 鉱物脈の微量元素，流体包有物解析による調査・評価技術の整備 

令和 4 年度までに，深部流体の熱的特性（温度，活動時期，活動継続期間）を評価するための鉱物脈

の流体包有物解析と周辺母岩の熱年代解析とを組み合わせた手法について提示した（Sueoka et al., 
202373)）。また，令和 5 年度は，当該手法の不確実性を低減させる目的で，特定の元素が鉱物脈から壁

岩へ拡散する際に形成される濃度プロファイルの解析により流体の滞留時間を推定する手法についての

検討を行った。研究対象は令和 4 年度までと同様に和歌山県田辺市本宮地域の付加体中に産する鉱物

脈（石英脈）とし，岩石試料の採取，両面研磨薄片の作成，X 線元素マッピングを実施した。その結果一

部の試料について鉱物脈から壁岩への元素移動を確認した。令和 6 年度は引き続き濃度プロファイルの

解析を進め，深部流体の滞留時間の推定を試みる。また，同一の試料を対象に，新たに鉱物脈に産する

流体包有物のラマン分光分析，加熱冷却実験により鉱物脈形成時の深度を推定する手法の検討を行う。 

 

 

 

2.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) 目的 

非天水起源の深部流体には，高温，高塩濃度，低 pH，炭酸化学種濃度が高いものが存在する。その

ため，これらが流入する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が形成される可能性があり，

概要調査等においてその影響を排除することが望ましい（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業

分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）。本研究では，近年，その性状が

明らかになりつつある深部流体の形成・移動メカニズムに関する事例研究を通じて，深部流体の分布に

関する調査技術を提示する。 

(2) 実施内容 

第 2 次取りまとめでは，紀伊半島南部のように第四紀火山が存在していない地域においても高温異常

域が認められることが指摘されており，地表に噴出していないマグマが地下に存在するという考え方や，

地下深部まで発達した断裂系から熱水が上昇しているという可能性が示唆されている。その後，非火山

性の深部流体が分布する地域として常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島，有馬温泉等が報告さ

れているが（例えば，産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 200456)；産業技術総合研究所深部

地質環境研究センター編, 200757)；産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編, 201258)），これらの分

布には偏在性が認められる。深部流体は，酸性で炭酸化学種を多く含み，また一部は高温流体である

（尾山ほか, 201159)；風早ほか, 201460)）。その起源については，マグマが冷却・固結する際に放出される

マグマ水（Sparks, 197861)）のほか，スラブ起源流体（Peacock, 199062)）や続成脱水流体（Kyser and Hiatt, 
200363)），変成脱水流体（Miyashiro, 199464)）等が知られている。これらの起源の推定については，流体

に含まれるガスの希ガス同位体を用いた手法が提案されているほか（例えば，Umeda et al., 201265)；網田

ほか, 201466)），Li-Cl-Br 相対組成や Li/Cl 比，ヨウ素-129（129I）/I 等による識別可能性も示されてきている

（風早ほか, 201460)；産業技術総合研究所, 201667)；原子力機構・電力中央研究所, 202129), 富岡ほか, 
202268)）。 

第 3 期中長期目標期間においては，深部流体の多様な研究をレビューするとともに，流体の化学的な

性状のみならず，分布や成因等に関する検討を進めてきた。活断層やその周辺のように地殻変動が活

発な地域では，マントル物質の地下水への寄与が大きく，深部流体の上昇が示唆される（例えば，Umeda 
et al., 201324), 201369)）。また，スラブ起源流体については，地殻下部にまで達するような構造線や大断層

が地表への主な経路であることが指摘されている（産業技術総合研究所深部地質環境研究センター編, 
200757)；産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編, 201258)）。これらを踏まえ，深部流体の形成・移

動メカニズムや熱的性状に関する科学的知見の蓄積や，深部流体が流入する範囲を明らかにするため

の調査技術の開発を，深部流体が賦存すると考えられている代表的地域の事例研究により進めてきた。

これまでに，九州の前弧域等を事例対象として，MT 法電磁探査と地震波トモグラフィーとの対比に基づ

き深部流体賦存域の分布を推定する技術を提示した（石丸ほか, 201849)）。さらに，流入経路に関する情

報の一つとして，地下のクラック性状を反映する S 波偏向異方性に着目し，紀伊半島南部や有馬温泉等

を事例とした S 波スプリッティング解析によって S 波偏向異方性の推定を進めてきた（平塚ほか, 202070)；

原子力機構・電力中央研究所, 202129); 小川ほか, 202471)）。以上の手法を，深部流体の分布に関する

「総合的なアプローチによる調査技術」として提示した。 

第 4 期中長期目標期間においては，数 km 四方規模の現実的なサイト調査を念頭において，多分野

の手法を組み合わせた技術の高度化・統合化を進める。具体的には，深部流体の地下での移行経路を
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2.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

(1) 目的 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき，

将来へ外挿することが基本となる。しかしながら，過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録は，遡

る年代や地域によって識別できる分解能が異なることから，予測結果に伴う不確かさも様々である。外挿

法の信頼性向上のためには，多様な時空間スケールにおける調査事例の蓄積を通じ，時間スケールごと

の変動方向や速度に及ぼす影響を評価するとともに，将来予測に用いられる変動データの時空間代表

性が吟味されることが望まれる。本研究では，主に地形・地質学的アプローチに基づき，過去数百年～数

十万年の期間を中心に，異なった時間スケールでの変動方向・速度の解析事例を蓄積する。また，多様

な地形・地質学的環境における検討を可能にするための地質年代学に関する技術基盤の強化及び地形

発達シミュレーションの整備による将来予測モデルの高度化に加え，これらの個別技術の適用から地質

環境のモデル化に至るまでの総合的な調査・評価事例の実証を行う。 

(2) 実施内容 

過去の地質学的現象の因果関係や連続性について，笠原・杉村（1978）74)及び松田（1988）75)は第四

紀後期の地殻変動には，①変位の向きの一様性，②変位の等速性といった経験則を見出し，これらを

「一様継続性」と呼んだ。このような変動の一様継続性という概念は，数年～数十年の測地学的な観測に

よって認められる短期的な変動傾向ではなく，地形学・地質学的な調査から得られる数千年以上の時間

間隔でとらえたときに得られる運動像である。しかしながら，伊豆半島周辺等では，比較的若い時代（第

四紀後半）に現行の変動が開始したと考えられており（例えば，道家ほか, 201276)），変動の方向や速度も

将来予測の前提となる定常状態，すなわち一様継続に至っていないことが考えられる。このため第 3 期中

長期目標期間ではこれまでディスロケーションモデルに基づいた地質学的ひずみ速度の推定手法を提

案するとともに，日本列島全域及び九州地方を事例とした地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度

との比較によって，異なる時間スケールにおける地殻変動特性の差に着目した一様継続性の成立性に

関する検討事例を示した（原子力機構, 201827)）。 

また，地層処分におけるサイト選定や安全評価において重要となる地質環境の長期的な変化を評価

する上では，将来の自然現象に伴う長期の地質環境の変動スケールを把握するために必要な 100 万年

ないしそれ以上の時間スケールで，過去から現在までの地質環境の変化を三次元的に表現できる数値

モデル（地質環境長期変動モデル）を構築して検討することが有効である（尾上ほか, 201977)）。こうした数

値モデルの構築にあたっては，地形・地質，水理，地球化学及び地表環境といった個別のモデルを構築

する技術開発に加え，それらを統合化して分かりやすく可視化する手法，さらにはモデルの妥当性や不

確実性を評価する手法の開発も重要である。このため第 3 期中長期目標期間では，数値モデルの構築

及びその不確実性の評価を支援する個別要素技術の開発として，地下構造の不均質性を考慮したシミ

ュレーション技術の構築，測地・地震／地形・地質データに基づくシミュレーション結果の検証及び過去

から現在までの山地発達に関わる隆起速度や侵食量分布を明らかにするための後背地解析技術の高度

化を，平成 29 年度までに実施した（原子力機構, 201827)；丹羽ほか, 201878)；Shimizu et al., 201979)；代永

ほか, 202180)）。 

地層処分のサイト選定・設計や安全評価において考慮すべき自然現象のうち，サイトによらず調査・評

価が不可欠な隆起・侵食については，異なる時間スケールの変動を対象とする手法を組み合わせて評価

JAEA-Review 2024-035

- 10 -



 

 

することが重要であると考えられる。そこで平成 30 年度から令和 4 年度においては，全体計画（経済産業

省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 201815)）に基づき，地形学的手法や年代測定等を

用いた過去 100 万年～数十万年前以前からの隆起・侵食を精度よく把握するための技術の整備を重点

的に進めてきた（原子力機構・電力中央研究所, 201946), 202048), 202129), 202230), 202336)）。一方，昨今行

われてきた，地層処分技術ワーキンググループにおける文献調査段階の評価の考え方（資源エネルギー

庁, 202320））に係る議論や，原子力規制委員会における，地層処分において安全確保上少なくとも考慮

されるべき事項（原子力規制委員会, 202219)）に係る議論の中では，将来新たに火山が発生する蓋然性

の評価に関しては，現時点で確立された手法があるという共通認識には至っておらず，新しい手法も含

めた更なる検討の必要性が大きな課題として浮き彫りとなっている。そこで第 4 期中長期目標期間の令和

5 年度からは，隆起・侵食に加え，火山・火成活動についても，最新の全体計画（経済産業省資源エネル

ギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）に基づき，長期予測・影響評価モデルの信頼性向上に資

するための最先端の科学的知見を取り入れた各種調査・評価技術の開発を進める。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 火山・火成活動の発生及び影響の調査・評価技術の高度化 

従来より，将来の火山活動の発生に係る評価技術や，マグマ・熱水活動の影響範囲を把握するための

技術として，電磁探査，地震波解析（地震波トモグラフィー等），地下水・温泉水やガスの化学・同位体分

析，岩脈や火山灰の年代測定・解析等に基づく検討がなされている。一方，マグマ溜りの熱的寿命は数

十万年程度という考え方もあり（東宮，199181)），最新活動時期の古い第四紀火山は，現在は既に活動を

終えている可能性もある。そこで，第四紀の古い時期に活動したとされている火山の活動性に関する評

価基盤の提示を目的として，そのような火山を事例対象とした上述の既存の各種調査データを精査する

ことにより，評価手法の信頼性の向上を図る。令和 5 年度に行った九州・琉球弧の第四紀火山活動域の

年代及び地質データのコンパイルに化学組成データを加えることで，第四紀を通じた火成活動の発生メ

カニズムとマントル～地殻の化学的・熱的な状態変化のより詳細な検討を行う。活動年代や化学組成が

不詳な火山や大規模噴火については，新たに年代測定や化学分析を行い, 活動性評価基盤の拡充を

目指す。併せて，火山活動時期に関する編年技術の高精度化を目的として，U–Th 非平衡年代測定技

術（2.3.1 の(3)④を参照）等を本研究課題へと適用し，マグマの活動性評価や火山の噴火年代等の評価

に資する。 

さらに，地下のマグマ等の高温流体の存否を把握するための電磁探査と，(U–Th)/He 法等の低温領域

の熱年代法を山地横断方向に適用して隆起形態を明らかにする手法とを組み合わせることにより，地下

に熱源を持つ非火山の将来の火山活動への発展性について評価する手法について検討する。令和 5
年度より，東北地方の非火山性山地を対象とした事例研究に着手し，第四紀の火山活動が認められてい

ない太平山地の周辺において MT 法観測を行った。また，太平山地及び飯豊山地の既往試料の一部に

ついて低温領域の熱年代法の適用を試みた。令和 6 年度は，MT 法観測データを用いた三次元逆解析

により地殻の比抵抗構造を推定し，高温流体の存否を検討する。加えて，熱年代データの拡充や空間的

傾向の把握のため，太平山地における山地規模の地質試料採取及び両山地における熱年代測定を検

討する。 

② 地形・地質学的情報に基づく隆起・侵食の調査・評価技術の高度化 

隆起・侵食のうち，侵食の調査・評価技術としては，従来，鉱物の放射年代のリセットに基づいた熱年

代学の手法を用いた侵食評価がなされている。本課題においては，特に低温領域を対象とした熱年代

 

 

2.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

(1) 目的 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき，

将来へ外挿することが基本となる。しかしながら，過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録は，遡

る年代や地域によって識別できる分解能が異なることから，予測結果に伴う不確かさも様々である。外挿

法の信頼性向上のためには，多様な時空間スケールにおける調査事例の蓄積を通じ，時間スケールごと

の変動方向や速度に及ぼす影響を評価するとともに，将来予測に用いられる変動データの時空間代表

性が吟味されることが望まれる。本研究では，主に地形・地質学的アプローチに基づき，過去数百年～数

十万年の期間を中心に，異なった時間スケールでの変動方向・速度の解析事例を蓄積する。また，多様

な地形・地質学的環境における検討を可能にするための地質年代学に関する技術基盤の強化及び地形

発達シミュレーションの整備による将来予測モデルの高度化に加え，これらの個別技術の適用から地質

環境のモデル化に至るまでの総合的な調査・評価事例の実証を行う。 

(2) 実施内容 

過去の地質学的現象の因果関係や連続性について，笠原・杉村（1978）74)及び松田（1988）75)は第四

紀後期の地殻変動には，①変位の向きの一様性，②変位の等速性といった経験則を見出し，これらを

「一様継続性」と呼んだ。このような変動の一様継続性という概念は，数年～数十年の測地学的な観測に

よって認められる短期的な変動傾向ではなく，地形学・地質学的な調査から得られる数千年以上の時間

間隔でとらえたときに得られる運動像である。しかしながら，伊豆半島周辺等では，比較的若い時代（第

四紀後半）に現行の変動が開始したと考えられており（例えば，道家ほか, 201276)），変動の方向や速度も

将来予測の前提となる定常状態，すなわち一様継続に至っていないことが考えられる。このため第 3 期中

長期目標期間ではこれまでディスロケーションモデルに基づいた地質学的ひずみ速度の推定手法を提

案するとともに，日本列島全域及び九州地方を事例とした地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度

との比較によって，異なる時間スケールにおける地殻変動特性の差に着目した一様継続性の成立性に

関する検討事例を示した（原子力機構, 201827)）。 

また，地層処分におけるサイト選定や安全評価において重要となる地質環境の長期的な変化を評価

する上では，将来の自然現象に伴う長期の地質環境の変動スケールを把握するために必要な 100 万年

ないしそれ以上の時間スケールで，過去から現在までの地質環境の変化を三次元的に表現できる数値

モデル（地質環境長期変動モデル）を構築して検討することが有効である（尾上ほか, 201977)）。こうした数

値モデルの構築にあたっては，地形・地質，水理，地球化学及び地表環境といった個別のモデルを構築

する技術開発に加え，それらを統合化して分かりやすく可視化する手法，さらにはモデルの妥当性や不

確実性を評価する手法の開発も重要である。このため第 3 期中長期目標期間では，数値モデルの構築

及びその不確実性の評価を支援する個別要素技術の開発として，地下構造の不均質性を考慮したシミ

ュレーション技術の構築，測地・地震／地形・地質データに基づくシミュレーション結果の検証及び過去

から現在までの山地発達に関わる隆起速度や侵食量分布を明らかにするための後背地解析技術の高度

化を，平成 29 年度までに実施した（原子力機構, 201827)；丹羽ほか, 201878)；Shimizu et al., 201979)；代永

ほか, 202180)）。 

地層処分のサイト選定・設計や安全評価において考慮すべき自然現象のうち，サイトによらず調査・評

価が不可欠な隆起・侵食については，異なる時間スケールの変動を対象とする手法を組み合わせて評価
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法の適用事例を拡充するとともに，更なる調査・評価技術の開発に着手する。具体的には，地質温度圧

力計を用いた侵食履歴の検討と，ヒールドマイクロクラックを用いた古応力解析を実施する。地質温度圧

力計による侵食評価は，熱年代法の適用が困難な熱史・熱構造が複雑な地域にも適用可能な手法とし

て，ジルコンやチタナイトを対象とした地質温度計（Ti-in-Zircon 地質温度計，Zr-in-Titanite 地質温度計

等）と U–Pb 年代測定を組み合わせた検討を試みる。また，ヒールドマイクロクラックを用いた古応力解析

の結果を組み合わせることで，隆起・侵食速度の変化と応力の変遷を対応付けることが可能となり，地史

の観点から隆起・侵食評価の信頼性を検証できると考えられる。令和 6 年度は，昨年度に黒部地域で採

取した定方位花崗岩試料のヒールドマイクロクラックの方位測定を実施し，マイクロクラック形成時の古応

力推定を行う。さらに，古応力推定の際の傾動補正のため，予察的に定方位花崗岩試料の磁気測定を

行う。地質温度計と U–Pb 年代測定を組み合わせた検討では，西南日本の深成岩体及び第四紀の火山

岩類からのジルコンを対象とした事例研究を行う。また，他の年代測定で年代値が報告されている岩体

（遠野岩体，土岐岩体）からのチタナイトを対象とした検討も進める。 

隆起速度の評価においては，従来，放射性炭素（14C 法）年代測定法や火山灰（テフラ）編年学により

離水時期が制約された海成・河成段丘の高度分布に基づいてきた。裏を返せば，段丘が存在しない地

域や，存在しても上記の年代測定法が適用できない場合（有機物やテフラが含まれない，14C 法の年代

適用範囲を超える等）では，隆起速度の評価が困難になる。本課題においては，1）沿岸部の離水地形に

おけるマルチ年代測定法の整備と 2）沿岸部から内陸部にかけての隆起・侵食の変動傾向の評価手法の

構築を行う。1）では，離水地形を対象とした光ルミネッセンス（OSL）法・宇宙線生成核種（TCN）法を含め

た複数の年代測定結果を統合的に解釈する方法（マルチ年代測定法に基づく編年手法）の妥当性・不

確実性の検証及び地形・層序の定性的な情報のみに基づく編年しかされていない地域へのマルチ年代

測定法の適用性の確認を行う。令和 6 年度は，OSL 法及び TCN 法の信頼性向上を目的として，年代既

知の MIS 5c 海成段丘を対象とした各手法の適用性の確認を進める。2）では，旧流路堆積物に基づく下

刻・隆起速度評価法（原子力機構・電力中央研究所, 202336））の信頼性向上及び隆起・侵食の三次元的

変動傾向を把握する体系的手法の提示を目的として，大井川の上流域～下流域の河成地形を対象に

事例研究を行う。令和 6 年度は，大井川中流域の穿入蛇行の痕跡地形を対象として，OSL 年代測定法

を用いて下刻・隆起速度の推定を行う。 

隆起・侵食の評価は，数十万年を超える長期的かつ継続的な現象による地形変化の推定に基づく必

要があり，これまでも様々な地形変化シミュレーションモデルが提示されてきた。一方で，そのシミュレー

ションによる将来予測を蓋然性の高いものにするためには，現在の地形を参照し，シミュレーションに用い

るパラメータを抽出する必要がある。そこで，実際の地形を対象として，1）GIS ソフトウェアを用いた，河川

の横断面形状等の河川下刻による地形形成の情報の収集，2）地形解析による流域スケールの隆起過程

の検討を行う。さらに，地形変化シミュレーションを用いた仮想的な地形に対し，3）GIS ソフトウェアを用い

た仮想的な地形形成モデル作成の検討，4）活断層周辺の河川争奪シミュレーションの検討を実施する。

令和 5 年度までは 1）～4）について個別に実施し有用な知見を得ることができたが，令和 6 年度におい

ては，実際の河川地形で実施した 1）及び 2）のデータ収集や検討手法を，仮想的な 3）及び 4）への適用

を試行することにより，3）及び 4）の結果の妥当性を評価するとともに，1）及び 2）で実施する実際の河川

地形から抽出する必要があるパラメータ収集等の作業にフィードバックする。この相互検討は，隆起・侵

食による地質環境の長期的な変化と，それが地層処分システムに及ぼす影響を効果的に可視化する上

で重要な貢献になると期待される。 
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2.3 年代測定技術の開発 

2.3.1 局所領域及び高精度同位体分析技術 

(1) 目的 

地質環境の長期安定性に関する研究を進める上で，過去の自然現象の復元のためには岩石や鉱物

の形成年代やその後の変質・変成を受けた年代の決定が必要不可欠である。一般に，岩石や鉱物の年

代測定では，放射性核種の壊変を利用する放射年代測定が用いられる。火山・火成活動におけるマグマ

の定置・貫入プロセスや，地表の隆起・沈降，侵食・堆積のプロセス及び断層運動の履歴等を理解するた

めには，複数の同位体系による年代測定が必要となる。また，地質試料から火成活動における鉱物の結

晶化プロセスや堆積層の後背地の解析，断層運動等による熱変成あるいは水質変質の履歴を復元する

には，放射年代測定のみではなく，鉱物組成や元素・同位体組成を取得することが重要となる。本研究

では，誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-MS：Inductively coupled plasma mass spectrometry）及びレー

ザーアブレーション（LA）装置と ICP 質量分析装置を連結して利用するレーザーアブレーション ICP 質量

分析法（LA-ICP-MS：Laser ablation-ICP-MS）を用いた各種年代測定に必要な微量元素の定量分析や

同位体分析のための技術開発及び既存技術の高度化を進める。 

(2) 実施内容 

LA-ICP-MS を用いることで，簡便な試料前処理でマイクロメートルスケールの局所領域から化学情報

を得ることが可能となり，岩石を構成する鉱物ごとの年代値等を取得することが可能である。LA-ICP-MS
による同位体分析技術の開発として，第 3 期中長期目標期間までに炭酸塩鉱物やジルコン等を対象とし

た U–Pb 年代測定技術を確立し（例えば，Yokoyama et al., 201842)），各種試料の年代測定を実施してき

た。また，ジルコンについては U–Pb 年代測定に加えて同時に同領域からチタン（Ti）濃度を分析し，結晶

化年代と結晶化温度を同時に推定する手法を確立した（Yuguchi et al., 202082), 202283)）。加えて，1 台の

LA 装置を複数台の誘導結合プラズマ ICP 質量分析装置に接続し，LA サイトで得られた試料を各質量

分析装置に分配して分析する手法（LASS (Sprit Stream)-ICPMS）の開発を行った。さらに，例えばジルコ

ンのハフニウム（Hf）同位体組成及びアパタイトのストロンチウム（Sr）同位体組成からは，起源マグマの化

学組成を制約することができるため，これらの同位体分析技術の整備を進めてきた。元素の定量分析技

術の開発では，微量元素組成から火山砕屑物（テフラ）を特徴付けるアプローチに必要な技術として，

LA-ICP-MS による火山ガラスの微量元素分析技術を確立した（鏡味ほか, 202184)）。また，岩石中での微

量元素の移行や年代測定の測定点を定める上で親－子孫核種の存在量を事前に把握できる微量元素

マッピング（イメージング）技術を整備した。第 4 期中長期目標期間では，このような分析技術について，

精度向上等の高度化を図るとともに，適用性の拡大や適用範囲の確認，また必要に応じて新たな分析技

術の確立を行う。また，令和 3 年度に導入したクリーンブース内での化学分離操作の設備や手法を整備

し，湿式での ICP-MS による高精度同位体分析技術を確立する。このような局所分析及び湿式分析によ

る同位体分析の実施のほか，主要元素組成の分析では，電子プローブマイクロアナライザ（EPMA：

Electron probe micro analyzer）や X 線分析顕微鏡（X-ray analytical microscope），鉱物組成の分析では

X 線回折分析（XRD：X-ray diffraction analysis）が必要であるため，これらは適宜実施する。複数の同位

体系による年代学的議論を必要とする場合には，ICP-MS での同位体分析技術を新たに検討するととも

に，希ガス質量分析法（Noble gas mass spectrometry）等他の手法の導入も検討する。 

 

 

法の適用事例を拡充するとともに，更なる調査・評価技術の開発に着手する。具体的には，地質温度圧

力計を用いた侵食履歴の検討と，ヒールドマイクロクラックを用いた古応力解析を実施する。地質温度圧

力計による侵食評価は，熱年代法の適用が困難な熱史・熱構造が複雑な地域にも適用可能な手法とし

て，ジルコンやチタナイトを対象とした地質温度計（Ti-in-Zircon 地質温度計，Zr-in-Titanite 地質温度計

等）と U–Pb 年代測定を組み合わせた検討を試みる。また，ヒールドマイクロクラックを用いた古応力解析

の結果を組み合わせることで，隆起・侵食速度の変化と応力の変遷を対応付けることが可能となり，地史

の観点から隆起・侵食評価の信頼性を検証できると考えられる。令和 6 年度は，昨年度に黒部地域で採

取した定方位花崗岩試料のヒールドマイクロクラックの方位測定を実施し，マイクロクラック形成時の古応

力推定を行う。さらに，古応力推定の際の傾動補正のため，予察的に定方位花崗岩試料の磁気測定を

行う。地質温度計と U–Pb 年代測定を組み合わせた検討では，西南日本の深成岩体及び第四紀の火山

岩類からのジルコンを対象とした事例研究を行う。また，他の年代測定で年代値が報告されている岩体

（遠野岩体，土岐岩体）からのチタナイトを対象とした検討も進める。 

隆起速度の評価においては，従来，放射性炭素（14C 法）年代測定法や火山灰（テフラ）編年学により

離水時期が制約された海成・河成段丘の高度分布に基づいてきた。裏を返せば，段丘が存在しない地

域や，存在しても上記の年代測定法が適用できない場合（有機物やテフラが含まれない，14C 法の年代

適用範囲を超える等）では，隆起速度の評価が困難になる。本課題においては，1）沿岸部の離水地形に

おけるマルチ年代測定法の整備と 2）沿岸部から内陸部にかけての隆起・侵食の変動傾向の評価手法の

構築を行う。1）では，離水地形を対象とした光ルミネッセンス（OSL）法・宇宙線生成核種（TCN）法を含め

た複数の年代測定結果を統合的に解釈する方法（マルチ年代測定法に基づく編年手法）の妥当性・不

確実性の検証及び地形・層序の定性的な情報のみに基づく編年しかされていない地域へのマルチ年代

測定法の適用性の確認を行う。令和 6 年度は，OSL 法及び TCN 法の信頼性向上を目的として，年代既

知の MIS 5c 海成段丘を対象とした各手法の適用性の確認を進める。2）では，旧流路堆積物に基づく下

刻・隆起速度評価法（原子力機構・電力中央研究所, 202336））の信頼性向上及び隆起・侵食の三次元的

変動傾向を把握する体系的手法の提示を目的として，大井川の上流域～下流域の河成地形を対象に

事例研究を行う。令和 6 年度は，大井川中流域の穿入蛇行の痕跡地形を対象として，OSL 年代測定法

を用いて下刻・隆起速度の推定を行う。 

隆起・侵食の評価は，数十万年を超える長期的かつ継続的な現象による地形変化の推定に基づく必

要があり，これまでも様々な地形変化シミュレーションモデルが提示されてきた。一方で，そのシミュレー

ションによる将来予測を蓋然性の高いものにするためには，現在の地形を参照し，シミュレーションに用い

るパラメータを抽出する必要がある。そこで，実際の地形を対象として，1）GIS ソフトウェアを用いた，河川

の横断面形状等の河川下刻による地形形成の情報の収集，2）地形解析による流域スケールの隆起過程

の検討を行う。さらに，地形変化シミュレーションを用いた仮想的な地形に対し，3）GIS ソフトウェアを用い

た仮想的な地形形成モデル作成の検討，4）活断層周辺の河川争奪シミュレーションの検討を実施する。

令和 5 年度までは 1）～4）について個別に実施し有用な知見を得ることができたが，令和 6 年度におい

ては，実際の河川地形で実施した 1）及び 2）のデータ収集や検討手法を，仮想的な 3）及び 4）への適用

を試行することにより，3）及び 4）の結果の妥当性を評価するとともに，1）及び 2）で実施する実際の河川

地形から抽出する必要があるパラメータ収集等の作業にフィードバックする。この相互検討は，隆起・侵

食による地質環境の長期的な変化と，それが地層処分システムに及ぼす影響を効果的に可視化する上

で重要な貢献になると期待される。 
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(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 既存分析技術及び開発中の技術の実試料への適用と各手法の高度化 

令和 5 年度に引き続き，ジルコンや炭酸塩鉱物の U–Pb 年代測定，ジルコンの Hf 同位体分析，アパ

タイトの Sr 同位体分析，火山ガラスの微量元素分析等，既に確立している分析技術は，各種試料に適宜

適用し，データの蓄積を図る。また，令和 5 年度に導入したフェムト秒レーザーアブレーション装置を用い

て U–Pb 年代測定等の分析条件を検討・最適化し更なる高精度化を図る。断層ガウジ試料の Rb, Sr 同位

体組成の取得のため，前処理手法を整備するとともに，断層運動に伴うの同位体分別の程度を検証する。 

② 既存技術の適用性拡大 

U–Pb 年代測定等の既存技術をチタナイトやアパタイト等の別の鉱物へ適用する。令和 5 年度に引き

続き，U–Pb 年代測定をチタナイト，アパタイト及びバデレアイトへ適用するため，それぞれの標準試料の

入手，年代既知の試験試料の分析から適用性の検証を行う。 

③ 湿式分析による高精度同位体分析手法の確立 

令和 5 年度までに整備した湿式法による Ca, Rb, Sr 同位体分析の前処理手法に加え，K–Ca 年代測

定に向けた K 等のアルカリ金属元素の前処理, 火山・火成活動評価に向けた Nd, Pb（, Sr）の前処理方

法について整備する。   

④ U–Th 非平衡年代測定技術の整備 

第四紀の火山・火成活動について，放射年代測定で直接年代測定をする手法は限定的（テフラが狭

在する地層に含まれる有機物に対する炭素-14（14C）法による年代測定等）であったが，昨今は LA を用

いた局所分析法による 238U–230Th 非平衡年代測定手法等の開発・高度化が進みつつある（Ito, 201485)；

Guillong et al., 201586)；Niki et al., 202287)）。2.2 の(3)①に係る，将来の火山・火成活動の発生可能性評

価に資するため，U–Th 年代測定手法の開発を引き続き進めていく。令和 6 年度は，令和 5 年度に導入

したフェムト秒レーザーアブレーション装置を用いて，洞爺火砕流堆積物等の年代既知試料の分析を行

い，技術整備を実施していく。 
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2.3.2 捕獲電子を用いた年代測定技術 

(1) 目的 

地層処分における地質環境の長期安定性に関する研究では，将来の隆起・侵食の予測の信頼性向

上のため，過去の隆起・侵食量の把握が求められる。これらを把握する年代測定技術として，自然放射線

によって鉱物内に生じる捕獲電子を用いる光ルミネッセンス（optically stimulated luminescence：OSL）法と

電子スピン共鳴（electron spin resonance：ESR）法が期待される。OSL 法の適用年代範囲は測定鉱物の

種類に依存しており，石英は数十年～十数万年，長石は数千年～数十万年前までの年代決定を得意と

する。蓄積された捕獲電子（OSL 年代）は光刺激によって解放（初期化）されるため，OSL 法は原岩の形

成年代に依存しない堆積物の埋没年代を推定することが可能であり，隆起量評価の指標となる海成段丘

等に適用される。また，捕獲電子の蓄積速度が周囲の温度に依存すること利用し，閉鎖温度にして数十

度以下の超低温領域の熱史（侵食史）の推定にも利用される。近年では，OSL 法の適用範囲の拡充や

手法の効率化を目的とし，礫を対象とした OSL 年代測定法や可搬型ルミネッセンス測定装置の開発が進

められている。他方，ESR 法は石英を測定対象とし，数千年～数百万年の年代適用範囲を持つ。ESR 信

号は OSL 信号と比べて，光刺激に対する感度が低いため，完全に解放されることはないが，そのことを考

慮した堆積年代測定法の開発がなされている。熱年代法としては，OSL 法と同程度の 100 °C 以下の閉

鎖温度を持ちつつ，OSL 法を上回る過去数百万年までの熱史推定のポテンシャルを有しているため，地

下約 1 km 以浅の侵食評価に活用可能な新たな手法として近年注目されている。本研究では，堆積物の

編年に基づいた隆起評価及び地殻浅部の侵食評価に資するため，捕獲電子を用いた年代測定技術の

高度化を目的とする。 

(2) 実施内容 

令和 5 年度までは，離水地形の堆積物の OSL 年代測定の事例蓄積と長石 OSL 熱年代法の適用性

の検討を行ってきた。主な成果として，離水地形の OSL 年代測定では，旧河床流路堆積物と現河床の

比高を，OSL 年代測定法で求めた離水年代で除することで，下刻・隆起速度を評価できることを示した

（小形ほか, 202188）；原子力機構・電力中央研究所, 2023 36））。長石 OSL 熱年代法については，大深度

ボーリングコアを用いて赤外光ルミネッセンス（infrared stimulated luminescence：IRSL）信号から古地温を

復元し，現在の地温と比較することで，侵食の緩慢さを評価できることを示した。これらの成果によって，

OSL 法を用いた隆起・侵食評価手法の適用範囲の拡充を行うことができた。令和 6 年度からは，OSL 法

の更なる高度化及び新たな熱年代法の導入を目的として，礫の OSL 年代測定法の整備，可搬型ルミネ

ッセンス測定装置の開発，ESR 熱年代法の実用化・高度化について検討する。 

① 礫の OSL 年代測定法の整備 

礫径以上の試料の場合，太陽光が試料内部まで行き届かず OSL 年代の初期化が困難であることから，

従来，OSL 年代測定法は泥～砂サイズの試料を測定対象としていた。しかし，近年，礫をコアリングし，円

盤状に切断した試料を直接測定する方法が開発され，礫表層から内部までの深度プロファイル評価が可

能となったことで，礫の OSL 年代測定が実用化された（塚本, 2018 89））。礫の OSL 年代測定法について

は，適用事例が未だ少ない上に，年間線量の推定法及びフェーディングの補正法が確立されていないこ

とが課題である。本研究では，礫の OSL 年代測定法の適用条件・限界の検証，測定プロトコル・補正法

の整備，信頼性向上を目的として，事例研究の蓄積・拡充を行う。 

 

 

 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 既存分析技術及び開発中の技術の実試料への適用と各手法の高度化 

令和 5 年度に引き続き，ジルコンや炭酸塩鉱物の U–Pb 年代測定，ジルコンの Hf 同位体分析，アパ

タイトの Sr 同位体分析，火山ガラスの微量元素分析等，既に確立している分析技術は，各種試料に適宜

適用し，データの蓄積を図る。また，令和 5 年度に導入したフェムト秒レーザーアブレーション装置を用い

て U–Pb 年代測定等の分析条件を検討・最適化し更なる高精度化を図る。断層ガウジ試料の Rb, Sr 同位

体組成の取得のため，前処理手法を整備するとともに，断層運動に伴うの同位体分別の程度を検証する。 

② 既存技術の適用性拡大 

U–Pb 年代測定等の既存技術をチタナイトやアパタイト等の別の鉱物へ適用する。令和 5 年度に引き

続き，U–Pb 年代測定をチタナイト，アパタイト及びバデレアイトへ適用するため，それぞれの標準試料の

入手，年代既知の試験試料の分析から適用性の検証を行う。 

③ 湿式分析による高精度同位体分析手法の確立 

令和 5 年度までに整備した湿式法による Ca, Rb, Sr 同位体分析の前処理手法に加え，K–Ca 年代測

定に向けた K 等のアルカリ金属元素の前処理, 火山・火成活動評価に向けた Nd, Pb（, Sr）の前処理方

法について整備する。   

④ U–Th 非平衡年代測定技術の整備 

第四紀の火山・火成活動について，放射年代測定で直接年代測定をする手法は限定的（テフラが狭

在する地層に含まれる有機物に対する炭素-14（14C）法による年代測定等）であったが，昨今は LA を用

いた局所分析法による 238U–230Th 非平衡年代測定手法等の開発・高度化が進みつつある（Ito, 201485)；

Guillong et al., 201586)；Niki et al., 202287)）。2.2 の(3)①に係る，将来の火山・火成活動の発生可能性評

価に資するため，U–Th 年代測定手法の開発を引き続き進めていく。令和 6 年度は，令和 5 年度に導入

したフェムト秒レーザーアブレーション装置を用いて，洞爺火砕流堆積物等の年代既知試料の分析を行

い，技術整備を実施していく。 
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② 可搬型ルミネッセンス測定装置の開発 

可搬型ルミネッセンス測定装置は，試料の前処理や測定プロトコルを簡略化することで，1 試料数分程

度で年代に係る半定量的なデータ（ルミネッセンス信号強度）のその場測定を可能にする。これを利用す

ると，その場で調査範囲全体（露頭調査であれば，露頭全体）のおおよその堆積順序を推定できるため，

肉眼観察による地層境界の認定が困難な場においても，現地での層序区分に係る情報を効率よく取得

することができる。可搬型ルミネッセンス測定装置の開発については数例報告されているが，そのほとん

どが一点物であり，唯一複数台存在する装置が Scottish Universities Environmental Research Centre 製の

SUERC（Sanderson and Murphy, 201090））である（Munyikwa et al., 2021 91））。この装置は，長石 IRSL と石

英 OSL を互いに干渉しないように測定するプロトコルが組み込まれており，鉱物種ごとのルミネッセンス信

号強度評価を可能にすることで精度・確度を高めている。しかし，日本のような沈み込み帯に普遍的に分

布する火山起源（火山岩やテフラ）の石英は OSL 感度が乏しいため，日本の地質に対して SUERC を適

用することは困難であると考えられる。本研究では，火山起源の石英で測定可能，かつ長石 IRSL と互い

に干渉しないルミネッセンスの励起設定・測定プロトコルを確立し，その仕様に合わせた可搬型ルミネッセ

ンス測定装置の開発を目的とする。 

③ ESR 熱年代法の実用化・高度化 

 ESR 法は，捕獲電子が磁場中に置かれ，電磁波を照射されたときに電磁波を吸収する，電子スピン共

鳴現象を利用した線量計測法である。ESR 熱年代法は，OSL 熱年代法と同程度の 100 °C 以下の閉鎖

温度を持ちつつ，適用年代上限が数百万年以上と一桁以上長く，より多様な地域における侵食評価へ

の利用が期待できる。しかしながら，ESR 熱年代法は本格的な技術開発から数年しか経過しておらず，

未だ開発段階の手法であり，近年の適用事例も日本アルプス（King et al., 2020 92）；King et al., 2023 93）），

オトウェイ盆地（オーストラリア；Fang and Grün, 2020 94）），ローヌ渓谷（スイス；Wen et al., 2024 95））等の数

例に留まる。本研究では，測定法の体系化及び信頼性向上を目的として，ESR 熱年代法の実験環境の

整備及び適用事例の蓄積・拡充を行う。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 礫の OSL 年代測定法の開発 

 礫試料整形のための環境整備を進める。また，離水年代既知の海成段丘の堆積物試料を用いて試験

測定を行う。事例対象地域としては，紀伊半島を予定している。 

② 可搬型 OSL 装置の開発 

火山起源の石英で測定可能，かつ長石 IRSL と互いに干渉しない励起設定・測定プロトコルを文献調

査及び室内実験にて検討する。室内実験では，据置型のルミネッセンス測定装置を用いて，火山起源を

含む様々な起源の石英・長石を対象に，熱ルミネッセンスや linear modulated OSL の適用性を検討する。 

③ ESR 熱年代法の事例研究 

ESR 熱年代法の最先端の知見・技術を有する研究機関（ライプニッツ応用地球科学研究所等）を通じ，

分析技術に係る情報収集を行う。また，土岐地球年代学研究所で ESR 熱年代測定を実施するための環

境整備を進める。  
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2.3.3 フィッション・トラック（FT）年代測定技術 

(1) 目的 

地層処分における地質環境の長期安定性に関して，地質学的時間スケールにおける隆起・侵食評価

や，断層の活動性評価，熱水活動の制約等に寄与する手法開発や応用研究の蓄積は重要である。FT
年代測定に代表される熱年代解析は，年代測定法によって得られた年代値と，測定法・鉱物の組み合わ

せに固有な閉鎖温度に基づき，岩石や鉱物の温度－時間履歴（熱履歴）を推定する手法である。したが

って，高精度な熱履歴の復元や適用範囲の拡大，分析の効率化を目指すことで，地質環境の長期安定

性評価に貢献できると期待される。FT 法は，絶縁性固体におけるウラン-238（238U）の自発核分裂現象に

よって結晶格子に形成される線状損傷を計数し，ICP-MS 等で U 濃度を測定することによって年代測定

を行う。FT 法の閉鎖温度は，アパタイトで 100 ℃前後（例えば，Ketcham et al., 199996）），ジルコンで

300 ℃程度（Ketcham, 201997））である。また，他の熱年代法に無い特長として，加熱によって FT の長さが

段階的に短縮・消滅するアニーリングと呼ばれる現象を利用し，年代測定と FT の長さ分布の測定を併用

して専用のソフトウェア（HeFTy：Ketcham, 200598）；QTQt：Gallagher, 201299））で計算することにより，高精

度に熱史を制約できる。効率的な FT 年代測定及び FT 長計測のため，土岐地球年代学研究所では，我

が国で唯一となる FT 自動計測装置（Autoscan System 社製 TrackScan）を所有し，FT 分析の運用に活

用している。地質試料に対する継続的な応用研究の蓄積のみならず，新たな対象鉱物の検討，分析装

置の高度化，現行の前処理方法の改良等を進めることにより，FT 分析の更なる効率化及び応用可能性

の拡大が期待できる。 

(2) 実施内容 

本研究では，新たな鉱物における FT 法の適用可能性の確認を目的とした基礎研究や TrackScan に

搭載している画像処理技術及び前処理技術の高度化を中心に行う。FT 法では，主にアパタイトやジルコ

ン，チタナイト，火山ガラスが測定対象として用いられてきた（Hurford, 2019100））。一方で，新たな鉱物に

ついての基礎研究についても進められており（末岡ほか, 2021101）），より閉鎖温度が低温であると期待さ

れるモナザイト（Jones et al., 2019102）, 2021103））や，苦鉄質岩中のバデレアイト等において，FT 年代測定

の適用範囲を拡大できる可能性がある。 

TrackScan では，ソフトウェアによる顕微鏡の制御と画像処理技術により，観察領域の自動的な疑似三

次元像の撮影と，FT 構造の自動認識が可能となっている（Gleadow et al., 2019104））。ただし，ジルコン等

の一部の鉱物については，結晶の透過率と撮影した FT の明度の影響で，FT とバックグラウンドのコント

ラスト比がアパタイト等の鉱物よりも小さく，FT 構造の自動認識は大きな不確実性を伴う。現状では，粒子

画像の自動撮影までを他の鉱物同様に実施し，手動で FT の識別・計数を実施している。ジルコンについ

ても自動認識の高精度化を実現することで，分析時間の圧倒的な効率化を図ることが可能となる。また，

分析の効率化を検討可能な余地として，FT 年代測定の前処理作業が挙げられる。FT 年代測定では，対

象鉱物の高精度な鉱物分離や，樹脂・テフロン材への包埋，一定深度までの研磨等を経て，酸やアルカ

リ等の化学処理（エッチング）を行う。これらの分析手順は既に確立している（Kohn et al., 2019105））が，重

鉱物の精選方法や新たな包埋材の検討，研磨作業の改良等，個々の手順には効率化・改善の余地が

残っている。 

以上のような現状を受け，第 4 期中長期目標期間においては，FT 法における新たな対象鉱物につい

ての技術開発の試みや，未だ実用化が進んでいないモナザイトやバデレアイトにおける自動測定装置の

 

 

② 可搬型ルミネッセンス測定装置の開発 

可搬型ルミネッセンス測定装置は，試料の前処理や測定プロトコルを簡略化することで，1 試料数分程

度で年代に係る半定量的なデータ（ルミネッセンス信号強度）のその場測定を可能にする。これを利用す

ると，その場で調査範囲全体（露頭調査であれば，露頭全体）のおおよその堆積順序を推定できるため，

肉眼観察による地層境界の認定が困難な場においても，現地での層序区分に係る情報を効率よく取得

することができる。可搬型ルミネッセンス測定装置の開発については数例報告されているが，そのほとん

どが一点物であり，唯一複数台存在する装置が Scottish Universities Environmental Research Centre 製の

SUERC（Sanderson and Murphy, 201090））である（Munyikwa et al., 2021 91））。この装置は，長石 IRSL と石

英 OSL を互いに干渉しないように測定するプロトコルが組み込まれており，鉱物種ごとのルミネッセンス信

号強度評価を可能にすることで精度・確度を高めている。しかし，日本のような沈み込み帯に普遍的に分

布する火山起源（火山岩やテフラ）の石英は OSL 感度が乏しいため，日本の地質に対して SUERC を適

用することは困難であると考えられる。本研究では，火山起源の石英で測定可能，かつ長石 IRSL と互い

に干渉しないルミネッセンスの励起設定・測定プロトコルを確立し，その仕様に合わせた可搬型ルミネッセ

ンス測定装置の開発を目的とする。 

③ ESR 熱年代法の実用化・高度化 

 ESR 法は，捕獲電子が磁場中に置かれ，電磁波を照射されたときに電磁波を吸収する，電子スピン共

鳴現象を利用した線量計測法である。ESR 熱年代法は，OSL 熱年代法と同程度の 100 °C 以下の閉鎖

温度を持ちつつ，適用年代上限が数百万年以上と一桁以上長く，より多様な地域における侵食評価へ

の利用が期待できる。しかしながら，ESR 熱年代法は本格的な技術開発から数年しか経過しておらず，

未だ開発段階の手法であり，近年の適用事例も日本アルプス（King et al., 2020 92）；King et al., 2023 93）），

オトウェイ盆地（オーストラリア；Fang and Grün, 2020 94）），ローヌ渓谷（スイス；Wen et al., 2024 95））等の数

例に留まる。本研究では，測定法の体系化及び信頼性向上を目的として，ESR 熱年代法の実験環境の

整備及び適用事例の蓄積・拡充を行う。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 礫の OSL 年代測定法の開発 

 礫試料整形のための環境整備を進める。また，離水年代既知の海成段丘の堆積物試料を用いて試験

測定を行う。事例対象地域としては，紀伊半島を予定している。 

② 可搬型 OSL 装置の開発 

火山起源の石英で測定可能，かつ長石 IRSL と互いに干渉しない励起設定・測定プロトコルを文献調

査及び室内実験にて検討する。室内実験では，据置型のルミネッセンス測定装置を用いて，火山起源を

含む様々な起源の石英・長石を対象に，熱ルミネッセンスや linear modulated OSL の適用性を検討する。 

③ ESR 熱年代法の事例研究 

ESR 熱年代法の最先端の知見・技術を有する研究機関（ライプニッツ応用地球科学研究所等）を通じ，

分析技術に係る情報収集を行う。また，土岐地球年代学研究所で ESR 熱年代測定を実施するための環

境整備を進める。  
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画像処理技術の実用化，前処理技術の高度化について検討を進める。これにより，FT 法の測定対象の

拡大や分析の効率化を図る。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 新たな対象鉱物についての技術開発 

モナザイトやバデレアイト等，FT 法の新たな対象鉱物についての年代測定に向けた技術開発を行う。

令和 5 年度は既往研究では扱われてこなかった若いモナザイト試料のエッチング実験を行い，サンプル

の年代とエッチングに要する時間の相関関係を指摘するとともに，普遍的に適用可能なエッチング方法

の議論を行った（Nakajima et al., 2024106)）。令和 6 年度はバデレアイトにおけるエッチング手法の確立や，

モナザイトの U 濃度測定に向けた標準試料の入手，分析条件の検討を行い，未知試料の年代測定に向

けた化学分析法の整備を試みる。また，熱史が既知の天然試料を用いた基礎研究を通して，地質学的

時間スケールにおける閉鎖温度の検証を新たに実施する。これにより，これらの鉱物における FT 年代測

定の実用化を進める。 

② 前処理技術の高度化 

複数種の鉱物に対して，鏡下観察と同時に高速でレーザー誘導ブレークダウン分光分析（LIBS 分析）

が可能な元素分析ヘッド付きデジタルマイクロスコープを用いて，化学組成データの収集や，既往データ

のある鉱物について組成値の定量データの比較を行い，精確性の検証を行う。また，ジルコンやモナザ

イトについて，Au 蒸着を行うことで FT の自動計測結果が向上するかを検証し，効率的な前処理技術の

検討を実施する。  
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2.3.4 加速器質量分析技術 

(1) 目的 

地質環境の長期安定性に関する研究の着実な実施と，処分事業・安全規制への成果の反映を進める

ため，土岐地球年代学研究所で実用化した最先端の年代測定技術等をさらに高度化し，適用範囲を拡

大していくことが重要である。加速器質量分析法（AMS：Accelerator mass spectrometry system）では天然

に存在する炭素-14（14C），ベリリウム-10（10Be），アルミニウム-26（26Al），塩素-36（36Cl），ヨウ素-129（129I）
等の極微量の放射性同位体を計測することが可能である。AMS は地質試料の年代測定や地下水の供

給源推定等に有効な手法の一つである。既設の AMS 装置である JAEA-AMS-TONO-5MV 及び JAEA-
AMS-TONO-300kV による年代測定法の高度化を継続するとともに，地下水の滞留時間の推定を目的と

した 36Cl 年代測定法の実用化を進めることが重要である。さらに，AMS 装置を小型化することを目標に

研究を進めており，これまでにない超小型 AMS 装置の実用化に向けた技術開発や，前処理の簡便化に

重きを置いたイオン源の技術開発，36Cl-AMS を小型の AMS 装置で精度よく測定するための技術開発を

継続して進めることで，年代測定技術に関する新たな知見の蓄積が期待される。また，年代測定結果の

精度を維持するためには，装置の改良に加え，保存状態の良い地質試料の確保と様々な地質試料に適

応可能な試料の前処理手法の改良が求められる。本研究では，土岐地球年代学研究所で取り組んでい

る様々な分析・年代測定手法に対する試料前処理技術等の高度化も同時に進める。 

(2) 実施内容 

AMS の発展により複数核種の測定が実現し，千年から 100 万年スケールでの地質試料等の年代測

定が可能になる。特に，宇宙線生成核種である 10Be 及び 26Al による表面照射年代測定により，隆起・侵

食等の，地表面の物質移動プロセスに関する情報が得られると期待される。第 3 期中長期目標期間では

試料調製法及び測定条件の最適化を進め，土岐地球年代学研究所の JAEA-AMS-TONO-5MV による

石英試料中の 10Be 及び 26Al 測定を実用化させた （Saito-Kokubu et al., 2023107)）。36Cl 測定法の実用

化に向けた試験では，装置の最適化等を行い高同位体比（36Cl/Cl～10-12 台まで）の測定ができる段階ま

で進めた。129I測定についても天然試料への適用を進め，ルーチン測定を実施している（Mitsuguchi et al., 
2021108)）。さらに，少量試料（従来法の 1/20 の試料量）での 14C 測定についても検討を行った（Watanabe 
et al., 2021109)）。また，約 2 m×2 m の超小型 AMS 装置の実用化に向けた技術開発を進めた（Matsubara 
et al., 2020110) , Fujita et al., 2022111)）。以上のように，AMS 技術開発は装置設置以降，着実に進展を続

けてきた。一方，これまでに土岐地球年代学研究所で開発した個々の年代測定技術を最適化し，様々な

特性を持つ天然試料へ適用させ着実に実装を進めることが重要である。そのためには，各種の年代測定

装置や研究目的に合わせた試料前処理手法の確立が有効である。 

第 4 期中長期目標期間では，継続して AMS 装置を小型化するための様々な研究開発を実施する。

超小型 AMS の実用化に向けた技術開発では，14C 測定の原理実証をはじめ，超小型 AMS 装置を構成

する表面ストリッパーの耐久性向上に向けた試験を着実に進める。また，前処理を不要とし得るようなイオ

ン源の開発（Minamitani et al., 2023112)）にも着手する。開発中の 36Cl 測定法については，前処理法を最

適化し，妨害元素である硫黄の除去方法の検討，また，JAEA-AMS-TONO-5MV による硫黄-36（36S）分

別技術の向上，36Cl-AMS を小型の AMS 装置で精度よく測定するための技術開発を継続して進める。実

用化済みの 14C，10Be，26Al，129I 測定法では前処理手法の最適化も含め，天然試料への適用実績を着

実に蓄積する。 

試料前処理技術の高度化のうち 14C 年代測定については，これまでに実現している炭素量 50 μg での

 

 

画像処理技術の実用化，前処理技術の高度化について検討を進める。これにより，FT 法の測定対象の

拡大や分析の効率化を図る。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① 新たな対象鉱物についての技術開発 

モナザイトやバデレアイト等，FT 法の新たな対象鉱物についての年代測定に向けた技術開発を行う。

令和 5 年度は既往研究では扱われてこなかった若いモナザイト試料のエッチング実験を行い，サンプル

の年代とエッチングに要する時間の相関関係を指摘するとともに，普遍的に適用可能なエッチング方法

の議論を行った（Nakajima et al., 2024106)）。令和 6 年度はバデレアイトにおけるエッチング手法の確立や，

モナザイトの U 濃度測定に向けた標準試料の入手，分析条件の検討を行い，未知試料の年代測定に向

けた化学分析法の整備を試みる。また，熱史が既知の天然試料を用いた基礎研究を通して，地質学的

時間スケールにおける閉鎖温度の検証を新たに実施する。これにより，これらの鉱物における FT 年代測

定の実用化を進める。 

② 前処理技術の高度化 

複数種の鉱物に対して，鏡下観察と同時に高速でレーザー誘導ブレークダウン分光分析（LIBS 分析）

が可能な元素分析ヘッド付きデジタルマイクロスコープを用いて，化学組成データの収集や，既往データ

のある鉱物について組成値の定量データの比較を行い，精確性の検証を行う。また，ジルコンやモナザ

イトについて，Au 蒸着を行うことで FT の自動計測結果が向上するかを検証し，効率的な前処理技術の

検討を実施する。  
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試料前処理手法をさらに改良する。前処理用装置である元素分析装置（Elementar 社製 EA（Elemental 
analyzer）），自動グラファイト調製装置（IonPlus 社製 AGE3（Automated graphitization equipment 3））の

最適化，装置への試料導入系の改良，加速器質量分析計での測定条件の最適化により，少量試料での

測定時の炭素汚染の評価と低減，ブランク補正，測定結果の安定化等を目指す。EA，安定同位体比質

量分析装置（IRMS：Isotope ratio mass spectrometry system），可搬型蛍光エックス線分析装置（pXRF：

portable X-ray fluorescence spectrometry system）等については，試料導入系や前処理装置間の接続方

法の検討，対象試料の拡大（固体，液体，気体試料への適用）及び天然試料への適用実績の蓄積を着

実に進める。 

(3) 令和 6 年度の研究計画 

① AMS 装置の小型化に向けた技術開発 

超小型 AMS 装置の表面ストリッパーの結晶を変更させ，荷電変換効率，検出器までの輸送効率，妨

害分子の解離効率，これら検出限界に関わる効率を実験的に確かめる。実験を通じて結晶の種類や結

晶角度の依存性等，最適な測定条件を探索するとともに，表面散乱過程のモデル構築を進める。 

② 前処理簡便化に向けたイオン源の開発 

  前処理を簡略化するレーザーアブレーション装置により生成した CO2 ガス試料を直接 AMS で測定す

る迅速分析を実現するため，今年度は JAEA-AMS-TONO-300kV を用いてガスイオン源の開発を行う。

具体的には，ガス導入部のカソードの設計やガスイオン源のパラメータ（CO2 及びキャリアガスの流量，Cs
オーブンの温度など）を検討する。標準物質による試験測定及びデータの精度・確度及びブランクレベル

の評価を進める。 

③ 36Cl 年代測定法の実用化及び先進技術の開発 

調製した標準試料等を用いて JAEA-AMS-TONO-5MV による試験測定を継続し，同重体である 36S を

分別するため検出器の最適化を進める。また，並行して同重体分別の高度化として前処理方法の検討

や，36S をイオン－分子反応を利用して選択的に抑制する装置の開発を進める。装置開発のためにビー

ム軌道シミュレーションを行い，テストベンチの動作の検証を行う。 

④ 14C，10Be，26Al，129I 年代測定法の高度化 

JAEA-AMS-TONO-5MV の測定データの精度改善に向けたイオンビーム生成の安定化，検出限界の

改善に向けたイオン光学の検討及び機器設定の最適化を継続して行う。天然試料の測定実績を蓄積し，

様々な特性を持つ地質試料への適用性を拡大する。特に，適用例の少ない地下水や炭酸塩試料の 129I
測定等を継続して進める。 

⑤ 試料前処理技術等の高度化 

令和 5 年度は，炭素量 50 μg 以下（約 20～30 μg）の少量試料でのグラファイト調製を行い AMS 装置

で試験測定を実施した。また，鉄触媒を含むグラファイト試料の化学組成を把握することで試料表面の不

均一性の評価を試みた。さらに EA-IRMS による断層ガウジ試料等の安定酸素・水素同位体比の試験測

定（山本ほか, 2024113））や pXRF を用いた津波堆積物試料の元素分析等を継続して実施した（渡邊ほか, 
2023114）, Watanabe et al., 2023115））。令和 6 年度は少量試料での試験測定を行い，試料前処理方法等の

改良を継続して進める。また，年代測定用の試料の特性を評価するため，EA，IRMS，pXRF 装置等の最

適化及び測定手法の改良を継続して進めるとともに天然試料への適用実績を蓄積する。 
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定（山本ほか, 2024113））や pXRF を用いた津波堆積物試料の元素分析等を継続して実施した（渡邊ほか, 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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